特　記　仕　様　書

１．適用範囲

（１）海田町長が発注する土木工事は「令和７年度　広島県土木工事共通仕様書」を準用するものとする。なお、広島県は海田町、広島県知事は海田町長、その他組織等の名称は海田町の組織名称にそれぞれ読み替えるものとする。

（２）この仕様書は「令和７年度　広島県土木工事共通仕様書」で定める特記仕様書とし、この仕様書に記載されていない事項は、前記仕様書による。

　　なお，「請負者」は「受注者」に読み替えるものとする。
２．工事概要
　（１）工　 事　名　普通河川土砂浚渫工事
　（２）工 事 場 所　海田町　成本　地内　外
　（３）工　　 　期　契約の日の翌日から令和８年１月３０日

　（４）工 事 内 容　土木一式工事
　　　　　【諸経費工種】河川工事
　　　　　【単価年度】令和７年６月1日以降
３．ダンプトラック等による過積載の防止について

（1） 積載重量を超えて土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。

（２）さし枠装着車、不表示車等に土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。

（３）過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から土砂等の引渡しを受ける等、過積載を助長することのないようにすること。

（４）取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、不表示車等を土砂等運搬に使用している場合は、早急に不正状態を解消する措置を講ずること。

（５）建設発生土の処理及び骨材の購入に当たって、下請け事業者及び骨材納入業者の利益を不当に害することのないようにすること。

（６）以上のことにつき、元請建設業者は、下請建設業者を十分指導すること。

４．低騒音型・低振動型建設機械の使用について

（１）生活環境の保全と建設工事の円滑化を図るため、住居が集合している地域、病院又は学校の周辺の地域等の騒音又は振動を防止することにより、住民の生活環境を保全する必要があると認められる地域において建設工事を行う場合には、災害復旧の場合等で緊急を要するためやむを得ないと認められたときを除き、低騒音型・低振動型建設機械を使用すること。
５．地下埋設物関係

工事着手前に地下埋設物等の支障物件について調査し，監督職員に報告　　すること。なお，工事に支障がある場合は，施工方法，工程等について別途甲，乙協議する。

工事施工に際しては，予想される地下埋設物の管理者と現地立会いのうえ，当該物件の位置，深さを確認し，保安対策について十分打合せをし，事故の発生を防止すること。

保安対策の打合せを行ったときは，「立会い打合せ記録簿」を作成し，写しを監督職員に提出すること。

６．工事実績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）登録について

　請負者は、受注時または変更時において工事請負代金額が５００万円以上の工事について、工事実績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）に基づき、受注・変更・完成・訂正時に工事実績情報として「工事カルテ」を作成し、監督員に確認の上、受注時は契約締結の日から１０日以内に、登録内容の変更及び訂正時は変更契約締結の日から１０以内に登録機関に登録しなければならない。（ただし、工事請負代金額５００万円以上２，５００万円未満の工事については、受注・訂正時のみ登録するものとする）

また、「工事カルテ受領書」が届いた場合、ただちにその写しを監督員に提出すること。

なお、工事請負代金額５００万円以上２，５００万円未満の工事については、共通仮設費の技術管理費に「ＣＯＲＩＮＳ　登録などにかかる費用」を見込んでいる。

７．工期について

工期は、契約締結の翌日から令和８年１月３０日までとする。このうち、検査期間として１４日間を見込んでいる。なお、休日等には、日曜日、祝日、夏期休暇及び年末休暇の他、作業期間内の全土曜日を含んでいる。
８．安全対策について

本工事は、市街地における工事のため、歩行者及び通行車両等の安全対策を十分に行うとともに、沿線住民への理解と協力を得るように努めること。

９．現場の管理

　請負者は，工事現場内において，現場代理人，監理技術者，主任技術者（下請を含む）に工事名，工期，顔写真，所属会社名及び証明印の入った名札を着用するとともにその写しを監督員に提出すること。
　（名札様式）


用紙の大きさは，名刺サイズ以上。

印は所属会社の社印とする。

写真のサイズは２ｃｍ×３ｃｍ程度とする。

１０．現場代理人の常駐義務の緩和及び現場代理人の兼務
（１）監督員等と携帯電話等で常に連絡がとれることに加え，請負金額が２，５００万円（建築一式工事にあっては，５，０００万円）未満の建設工事については，建設工事請負契約約款第１０条第３項に規定する「現場代理人の工事現場における運営，取締り及び権限の行使に支障がなく，かつ，発注者との連絡体制が確保されると認めた場合」として取扱うこととし，次の各号の全てに該当する場合には，他の公共工事の現場代理人と兼務することについて，別に定める様式により町に申請することができる。

　１）町内に本店・支店等を有する受注者であること

　２）兼務に係るそれぞれの工事の請負代金額が２，５００万円未満であること

　３）兼務する工事件数が本件工事を含め３件（災害復旧工事及び路線委託に係る件数を除く）

　４）兼務する全ての工事現場間を概ね１０分以内で移動が可能であること

　５）兼務する工事が町発注工事以外の公共工事である場合は，当該工事の発注者が兼務を承認したことを証する書面の写しを提出できること
　６）監督員等の求めにより，速やかに工事現場に向かう等適切な対応ができること
　　　なお，５）に掲げる書類については，兼務を予定する工事の発注者の承認手続に時間を要するなど，やむを得ない事情があると認められる場合には，申請後の提出も認めるものとするが，兼務する工事の発注者の承認後，速やかに兼務を承認したことを証する書面の写しを提出すること。

　　　また，兼務の申請先が同一の発注者である場合には，兼務を希望するいずれかの工事について，申請を行えば足りるものとする。

（２）町は，受注者からの申請に基づき，兼務する各工事の内容，工程等を勘案し，現場代理人の兼務について承認の適否を決定し，速やかに受注者に通知するものとする。

（３）町は，現場代理人の兼務について，次に掲げる事由に該当すると認めたときは，その承認を取消すものとする。
　１）兼務を予定する工事の発注者が兼務を承認しないことが明らかになったとき

　２）兼務を承認した日から起算して１４日（海田町の休日を定める条例（平成元年海田町条例第１２号）第１条に規定する町の休日を除く）を経過した後においても，兼務先の発注者が兼務を承認したことを証する書面の写しが提出されないとき

　３）兼務申請において，重要な事項について虚偽の申告をし，又は重要な事実の申告を行わなかったことが判明したとき

　４）兼務の承認後，重要な事項や重大な状況の変化について報告を行わない等，必要な報告を怠ったことが判明したとき

　５）著しい状況の変化により，兼務を承認することが適当でなくなったとき
　６）その他，発注者が兼務を承認することが適当でなくなったとき
（４）重要な事項について虚偽の申告を行う等，不適切な申請を行った者，又は，兼務の承認後に重要な事項や重大な状況の変化について報告を行わない等，必要な報告を怠った者に対しては，指名除外等の必要な措置を行うことがある。

１１．その他

　本書には，本工事設計図面１枚を添付している。

監理（主任）技術者


氏名　○○○○


○工事


工期　自○○年○○月○○日


　　　至○○年○○月○○日





◇建設株式会社


印








顔写真








